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スマイミー静岡での「会社情報」編集の仕方

県内住宅着工戸数は 23,405 戸、前年比 0.1％の増加

団地再生～注目を集める「高島平」の取り組み　他

媒介業者の瑕疵ある媒介によって損害を被ったとする賃借人による損害金の支払請求

元付業者の誠実義務違反や暴言を否定し説明義務違反に対する慰謝料のみを認めた事例

賃貸物件の火災保険は「宅建ファミリー共済」におまかせ下さい！ 

店舗、オフィス、自転車 ･･･ シェアビジネス多様に　他

静岡県労働金庫

第 4回 全国知的障害特別支援学校高等部「サッカー選手権」に協賛

国庫入り遺産の総額が 2017 年度は約 525 億円

住宅瑕疵担保履行法 届出手続きのお知らせ

2019年（平成31年）４月号

440

スマイミー静岡での「会社情報」編集の仕方

県内住宅着工戸数は 23,405 戸、前年比 0.1％の増加

団地再生～注目を集める「高島平」の取り組み　他

媒介業者の瑕疵ある媒介によって損害を被ったとする賃借人による損害金の支払請求

元付業者の誠実義務違反や暴言を否定し説明義務違反に対する慰謝料のみを認めた事例

賃貸物件の火災保険は「宅建ファミリー共済」におまかせ下さい！ 

店舗、オフィス、自転車 ･･･ シェアビジネス多様に　他

静岡県労働金庫

第 4回 全国知的障害特別支援学校高等部「サッカー選手権」に協賛

国庫入り遺産の総額が 2017 年度は約 525 億円

住宅瑕疵担保履行法 届出手続きのお知らせ

…2

…4

…6

…10

…11

…12

…14

…18

…19

…20

…24

「スマイミー静岡」情報

平成 30 年：新設住宅着工統計
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取引（賃貸）紛争の事例と解決

取引（売買）紛争の事例と解決

「簡単便利」な事務処理

Topics

提携金融機関より

社会福祉･奉仕活動

Topics

新築住宅供給事業者の皆様へ

▲ いよいよキャンプシーズン（朝霧高原キャンプ場）
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取引（賃貸）紛争の事例と解決

媒介業者の瑕疵ある媒介によって損害を被ったとする、賃借人に
よる損害金等の支払請求が棄却された事例　（東京地判：Ｈ30.1.19）

　Ｘ（原告）は、平成 28 年 9 月 27 日に宅建業者Ａを
訪問し、その後、貸室をいくつか案内して貰った上
で、都内のマンション 1室を賃借する事とした。
　同年10月21日、Ｘ、Ａの担当者及び宅建業者Ｙ（被
告）の代表者がＡの支店に集まった。Ａは客付業者、
Ｙは元付業者であるが、Ｙと賃貸人との間では仲介
手数料は支払わない契約となっていた。
　同日、Ｙの代表者が読み上げて説明した重要事項
説明書には、借主は自己の責任と負担にて賃料保証
会社Ｂと賃料保証委託契約を締結する、本件契約が
継続する限り保証委託契約も更新し継続するなどの
記載があり、Ｘはこの重要事項説明書に署名押印し
た。もっとも、媒介業者欄には元付業者Ｙの記載及
び宅建士の記名押印はあるが、客付業者Ａに係るも
のは無かった。Ｘは同日付で、上記重要事項説明書
記載事項の他、期間 2年、賃料月額 69,000 円、賃料
等の支払方法は賃料保証会社Ｂより毎月口座振替と
するなどの内容で、賃貸人との間で本件貸室の賃貸
借契約を締結した。
　その後Ｘは、Ｙらの本件賃貸借契約に係る媒介に
は下記の瑕疵があったと主張し、Ｙに対して損害賠
償金等 50 万円（うち 34,500 円は保証委託料）及びこ
れに対する延滞損害金の支払いを求め提訴した。
　①Ｙが作成しＸに対して読み聞かせ交付した宅建
業法所定の重要事項説明書には客付業者Ａの宅建士
の立会印がない（宅建業法 35条 5項違反）、②宅建業
法 37条 2項所定の交付書面には｢借賃の額並びにそ
の支払時期及び方法｣ が一応記載されているものの
明確でない（書面上では賃料保証会社Ｂが賃料収受
権者である旨の記載があるが、元付業者ＹがＸに対
して賃料を支払うように要求した事から、Ｘは賃貸
人が賃料収受権者であり、Ｂはあくまで連帯保証人
であると理解した）、③Ｙが宅建業法 46 条所定の報
酬額の制限を超えた報酬を収受した。
　また、Ｘは賃貸人の賃料受領拒否を理由に本件貸
室の賃料を供託してきたが、賃貸人はＹの助言によ

りＸに対する建物明渡請求事件を東京地方裁判所に
提起し、これによりＸは大きな心身の負担を受けた。
さらにＹはＢに支払うべき保証委託料を受領する権
限がないのに、これをＸから収受し不当に利得した。

　裁判所は、賃借人Ｘの請求を棄却した。
　各認定事実によれば、Ｘが主張するＹの媒介の瑕
疵のうち、①｢本件重要事項説明書にＡの宅建士の立
会印がない事｣は認められるが、その余は認める事が
出来ない。すなわち本件貸室の賃料は、当初 2ヶ月
分は現金で支払い、3 ヶ月目からは賃料保証会社Ｂ
が集金すると明確な記載があり、その旨が理解出来
る。またＹが報酬制限額を超えた報酬を収受した事
について認めるに足りる証拠はなく、むしろＹは賃
貸人から媒介手数料を得ていない事が認められる。
　本件重要事項説明書に客付業者Ａの宅建士の立会
印がないことについては、Ａの支店にて本件賃貸借
契約を締結し、Ａの担当者が立ち会っていたものの、
Ａの会社の印鑑が本店にあるため押印が出来なかっ
たためであり、取締規定としての宅建業法 35 条 5
項には違反しているといわざるを得ないが、本件の
事情を踏まえて、賃借人Ｘに対する関係で元付業者
Ｙの不法行為を構成するとはいえない。
　またＸが主張する建物明渡請求の訴訟提起に関し
ては、そのような事実を認めるに足りる証拠はない。
さらにＸは、Ｙが賃料保証会社Ｂに支払うべき保証
委託料を受領する権限がないと主張するが、ＹはＢ
の契約代行と集金業務をしているのであり、Ｙには
Ｂに支払うべき保証委託料を受領する権限がある事
が認められ、Ｘの主張はその前提を欠く。
　以上からすれば、Ｘの請求は理由がない事となる
からこれを棄却する。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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取引（売買）紛争の事例と解決

買主が主張する元付業者の誠実義務違反や暴言を否定し、説明義務
違反に対する 5万円の慰謝料のみを認めた事例　（東京地判：Ｈ30.1.31）

　平成 26 年 2 月、買主Ｘ（原告・個人）は、客付業者�
（法人、担当Ｃ）を通じて、売主Ａ（個人）の所有土地�
について、3700 万円で買付申込書を提出したが、同�
年4月、代金を3750万円とする売買契約を締結した。
　その際、元付業者Ｙ（被告・法人）がＸに交付した
物件状況等報告書には ｢越境なし｣と記載があった。
　平成 26 年 5 月、ＸはＡより引き渡しを受けたが、
同年 9月、本件土地の隣接地に建っている倉庫の庇
が本件土地に約 2cm越境している事が判明。Ｘは以
下のように主張し、元付業者Ｙに対し、194 万円余
の損害賠償を請求する本件訴訟を提起した。
　①Ｙは本件売買契約の締結に際し、物件状況等報
告書において越境はない旨の誤った説明をした。
　②Ｙは、Ｘのローン審査が内定していたにもかか
わらず、源泉徴収票の提出を求める等、売買契約の
成立を遅らせた。結果、平成 26 年 3 月中に引き渡し
を受けていれば享受できたはずの住宅ローン優遇金
利の適用を受ける事が出来なかった。また、同年 4
月に本件土地を 3750 万円での購入希望者が現れた
事で、値上げの可否を 2日間で判断する事を迫られ、
購入金額を 50 万円引き上げざるを得なくなった。
　③Ｙの担当Ｂは、源泉徴収票を見て ｢Ｘの収入だ
と、Ｙの基準では本件土地を買えない｣等と暴言を吐
いた。
　これに対しＹは、以下のように反論した。
　①本件越境について説明しなかった事は認める�
が、軽微な越境であり、説明義務違反の程度は重大
でない。Ｙは説明不足を謝罪し、隣地所有者との交
渉協力を申し出たが、Ｘは倉庫全体の撤去を要求し
てこれを拒絶した。
　②本件売買契約の成立が遅れたのは、Ｙがローン
の事前審査を勧めたにもかかわらず、Ｘが本審査に
固執したからであり、わざと売買手続きを遅延させ
た事はない。また本件土地は元々 3750 万円で売り出
していた土地であり、3700 万円で購入できる事につ
いてＸの期待権は発生しない。
　③担当ＢがＸに対して暴言を吐いた事はない。

　裁判所はＸの請求の内、慰謝料 5万円のみ認めた。
（1）本件越境による説明義務違反について
　本件土地の越境について、重要事項説明書及び物
件状況等報告書で説明をせず、誤った説明をした事
は、当事者間に争いがない。しかし越境はわずかで
あり、隣接地倉庫の存在は、買主Ｘも事前に現地を
見分して認識しており、仮に本件越境について説明
を受けていたとしても、Ｘが購入を断念したとは考
え難く、何らかの対応を余儀なくされた可能性が高
いといえる。これらの事情を総合的に判断すると、
本件越境により買主Ｘが被った精神的苦痛に対する
慰謝料は 5万円と認定するのが相当である。
（2）誠実に売買交渉を行う義務違反について
　認定事実によれば、Ｙは、Ｘのローン審査が通る
までの間、客付業者の担当Ｃに対し、審査が通る見
込みについて打診していたにすぎず、売買契約の締
結をわざと遅らせていたと認める事は出来ない。
　なお、源泉徴収票の提出を求めたか否かは明らか
でないが、仮にその事実があっても、嫌がらせや不
当な目的のために行ったとまでは認められない事か
らすれば、不法行為を構成するとまではいえない。
　また、元付業者Ｙが当初提示した売買金額は 3750
万円であり、Ｙが 3700 万円で購入できるとＸに伝え
た事実を認めるに足りる証拠もなく、Ｘに法的な意
味での期待権が発生していたという事は出来ない。
また 50 万円の値上げの可否について、回答期限を 2�
日間に設定した事についても、Ｙは元付業者であり、�
売主の利益のために交渉すべき立場にある事に加
え、当初から公表されていた売主の希望価格である
事に照らせば、社会通念上の不当とまではいえない。
（3）担当ＢによるＸに対する暴言について
　Ｘの主張によっても、元付業者Ｙの担当Ｂの発言
は、客付業者の担当Ｃに対してされたものにすぎな
い上、具体的な発言内容は必ずしも明らかでない。
　そうすると、ＢがＣに対し、Ｘの資力について疑
いを持つ発言があったとしても、Ｘに対する不法行
為を構成するとまでは認める事は出来ない。
�（一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要 判 決 の 要 旨

11宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



12 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



13宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



14 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



15宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



16 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



17宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



18 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



19宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



20 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



21宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



22 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



23宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



24 宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



25宅建しずおか　第 440 号（2019. 4）



2019年₁月　宅建ローン等の実績　（1/1〜1/31）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県労働金庫 融資実行 件数 45 27 62 ― 134件
金額 41億1,077万円（土地₁、新築戸建113、中古戸建17、新築マンション₂、中古マンション₁）

三島信用金庫 融資実行 件数 10 0 0 ― 10件
金額 3億478万円（土地₁、土地購入新築₃、新築戸建₅、中古戸建₁）

静岡信用金庫 融資実行 件数 0 7 0 ― 7件
金額 1億4,245万円（土地₃、土地購入新築₁、新築戸建₂、中古戸建₁）

浜松磐田信用金庫 融資実行 件数 ― ― ― ― ―件
金額 （合併直後のため今回の集計は先送り）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 5 1 0 0 6件
金額 2億738万円（新築戸建₆）

2019年₂月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
２月４日 神　戸 中部地区・近畿地区連絡会 合同会議

５日 静　岡 静岡商業高校 訪問 （試験会場借用の件）
６日 名古屋 中部圏流通機構 企画事業委員会
〃　 本　部 サポートセンター取締役会

静　岡 駿河総合高校 訪問 （試験会場借用の件）
７日 本　部 月例法律相談 （来館相談３件）
８日 本　部 会計帳票検査 （12月分）
〃　 浜　松 取引士法定講習会 （受講者106名）
12日 名古屋 東海不動産公取協 総務・調査指導 合同委員会
13日 本　部 初級実務研修会 （受講者35名）
〃　 〃 新規採用職員 面接試験
14日 本　部 第３回 中間監査・正副会長会
〃　 東　京 全国事務局長会議
17日 藤　枝 全国知的障害者サッカー大会
18日 名古屋 東海公不動産公取協 正副会長会
20日 本　部 コンサル協 自主研修会 （受講者65名）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 正副会長・委員長 合同会議
21日 本　部 空き家対策特別委員会
〃　 東　京 Retio講演会
22日 本　部 AI・IT活用特別委員会
25日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
〃　 〃 苦情解決業務委員会
26日 名古屋 レインズ情報等検討委員会
28日 東　京 全宅住宅ローン㈱ 取締役会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談11、電話相談214件）
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